
公定価格の仕組みについて

資料２





平成29年度 幼稚園・保育所・認定こども園等の経営実態調査について

子ども・子育て支援新制度が施行して３年目であり、５年後の見直しの中間年を迎えたことを受け、今後の公定価格の設定等の検討に
資するよう、幼稚園・保育所・認定こども園等の経営実態を把握する。

「ニッポン一億総活躍プラン」（28年6月閣議決定）

適切な公定価格の設定等に資するよう、保育所等に対する経営実態調査を行う。

○調査対象：幼稚園、保育所、認定こども園、地域型保育事業所（小規模保育、 家庭的保育、事業所内保育、 居宅訪問型保育）の
計２１，０００件

○調査時点：２９年３月時点（収支は、２８年度決算）
○調査時期：７月末に調査開始、８月末回答〆切
○調査方法 ： 施設の所在地・規模を考慮して、無作為抽出

１．背景・目的

２．調査対象等

①概 要 （２９年３月時点） 設置主体、児童数、事業の実施状況等
②収支の状況（２８年度） 公定価格における年間収支差
③職員の給与（２９年３月分） 職種別の勤続年数、支給額
④職員の配置（２９年３月時点） 職種別の配置状況
（※） 回答者の事務負担等を考慮して、可能な限り、調査項目を精査・簡素化。貸借対照表は調査対象外。

Ｈ2 4幼稚園・保育所等の経営実態調査は、新制度前であり、単純比較できない。

３．調査内容
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27年度

子ども・子育て支援新制度施行

28年度

施行後2年目

29年度

施行後3年目

収支の状況

職員の給与

職員の配置

備考
学校法人会計基準改正
（知事所轄学校法人は28年度）

社会福祉法・会計基準改正

決 算
（29年度初に確定）

3月分＋賞与・一時金

3月時点

調査・集計

調査・集計

幼稚園・保育所・認定こども園等の経営実態調査について（調査期日）
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【収益項目の例（保育所）】 【費用項目の例（保育所）】

収支差の算定に当たっては、教育・保育の本体に着目し、事業活動収入とサービス活動との差額を比較。

学校法人

④　その他（①～③に該当しないもの）
③　保育材料費
②　保健衛生費
①　給食費

Ⅳ
　
教
育
活
動
支
出

うち　資産処分差額
Ⅵ　特別支出
うち　借入金等利息

Ⅴ　教育活動外支出
４　徴収不能引当金繰入額（又は徴収不能額）
カ　その他の経費（ア～オに該当しないもの）
オ　賃借料
エ　減価償却額
ウ　車輌燃料費
イ　光熱水費

ア　消耗品費
３　教育研究経費（ア～カの合計）
セ　その他経費（ア～スに該当しないもの）
ス　公租公課
シ　賃借料

ク　修繕費

②　給食委託費
③　その他の業務委託費
④　業務委託費以外のもの
サ　損害保険料

ケ　通信運搬費

①　派遣委託費
コ　報酬・委託・手数料

キ　車輌燃料費
カ　光熱水費
オ　印刷製本費
エ　消耗品費

イ　旅費交通費
ア　福利費

うち　役員報酬
うち　退職給与引当金繰入額・退職金
２　管理経費（ア～セの合計）

ウ　諸会費

１　人件費

繰

Ⅷ　法人税、住民税及び事業税
Ⅶ　特別損失
３　その他の営業外費用（1、2に該当しないもの）
２　徴収不能額
１　支払利息

Ⅵ　営業外費用
Ⅴ　本部経費配賦額（事業所において負担している本部経費）
売上原価計（1～５の合計）

Ⅳ
　
売
上
原
価

オ　その他の経費（ア～エに該当しないもの）
エ　賃借料
ウ　車輌費

５　その他の売上原価（1～４に該当しないもの）
４　減価償却費

イ　光熱水費
④　その他（①～③に該当しないもの）
③　保育材料費
②　保健衛生費
①　給食費
ア　消耗品費
３　経費（事業費に係るもの）（ア～オの合計）
セ　その他の経費（ア～スに該当しないもの）
ス　租税公課
④　その他の賃借料（①～③に該当しないもの）
③　設備器械
②　建物及び建物付属設備
①　土地
シ　賃借料
サ　保険料
③　その他の委託費（①、②に該当しないもの）
②　給食委託費
①　派遣委託費
コ　委託費
ケ　通信運搬費
ク　修繕費
キ　車輌費
カ　光熱水費
オ　印刷製本費
エ　消耗品費
ウ　研修費
イ　旅費交通費
ア　福利厚生費

うち　役員報酬
うち　退職金又は退職共済掛金

企業

２　経費（事務費に係るもの）（ア～セの合計）

１　人件費

ア　施設型給付費収益

（５）その他の事業収益（補助金収入・受託事業収入）

ア　利用者支援事業

イ　延長保育事業

ウ　放課後児童健全育成推進事業

エ　地域子育て支援拠点事業

オ　一時預かり事業

カ　病児保育事業

キ　保育体制強化事業

ク　地方単独事業に係る補助事業

ケ　その他補助金

うち、借入金利息補助金収入

Ⅱ　事業活動外増減による収益

Ⅲ　特別増減による収益

４ その他の収益（１～３に該当しないもの）

２　児童福祉事業収益

３ 経常経費寄附金収益

（４）私的契約利用料収益

（３）利用者等利用料収益

（２）委託費収益

イ　利用者負担金収益

Ⅰ
　
事
業
活
動
収
入

１　保育事業収益

（１）施設型給付費収益（特例施設型給付費収益を含む）

②　その他の委託費（①に該当しないもの）

②　建物賃借料

５　国庫補助金等特別積立金取崩額

社会福祉法人

Ⅵ　特別増減による費用
うち、支払利息

Ⅴ　サービス活動外増減による費用

Ⅳ
　
サ
ー
ビ
ス
活
動
増
減
の
部

８　その他の費用（１～７に該当しないもの）
サービス活動費用計（1～８の合計）

６　徴収不能額
７　徴収不能引当金繰入

４　減価償却費
ソ　その他の経費
セ　租税公課

コ　業務委託費

シ　賃借料

①　給食委託費

サ　保険料

ケ　通信運搬費

キ　燃料費
ク　修繕費

カ　水道光熱費
オ　印刷製本費
エ　事務消耗品費
ウ　研修研究費

ア　福利厚生費
イ　旅費交通費

３　事務費（ア～ソの合計）
ク　その他の経費
キ　賃借料
カ　消耗器具備品費

エ　水道光熱費
オ　燃料費

ウ　保育材料費
イ　保健衛生費
ア　給食費

ス　土地・建物賃借料

うち　派遣職員費
２　事業費（ア～クの合計）

うち　役員報酬
うち　退職給付費用

①　土地賃借料

１　人件費

幼稚園・保育所・認定こども園等の経営実態調査 調査内容（収支の状況）
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1　施設長 人 人 人 人 人 人

2　主任保育士 人 人 人 人 人 人

3　保育士 人 人 人 人 人 人

4　保育補助者（資格を有していない者） 人 人 人 人 人 人

5　調理員 人 人 人 人 人 人

6　栄養士（５に含まれる者を除く） 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

8　うち、保育業務従事者 人 人 人 人 人 人

9　事務職員 人 人 人 人 人 人

10　その他 人 人 人 人 人 人

　　合　　　計 人 人 人 人 人 人

（小数点１位まで） （小数点１位まで）

　　． 　　． 　　． 　　． 　　． 　　．

　　． 　　． 　　． 　　． 　　．
　　． 　　． 　　．

　　．
　　． 　　． 　　．

職員配置
　（平成29年３月末日現在）

公定価格基準 地方単独補助
（基準） 実際の配置

常勤 非常勤 常勤 非常勤 常勤 非常勤
（小数点１位まで） （小数点１位まで） （小数点１位まで） （小数点１位まで）

　　． 　　． 　　． 　　． 　　． 　　．
　　． 　　． 　　． 　　． 　　． 　　．

　　． 　　． 　　． 　　．
7　看護師（保健師・助産師）、准看護師 　　． 　　． 　　． 　　． 　　． 　　．

　　．

　　． 　　． 　　． 　　． 　　． 　　．
　　． 　　． 　　． 　　． 　　． 　　．

　　． 　　．

　　． 　　． 　　． 　　． 　　．
　　． 　　． 　　． 　　． 　　． 　　．

【職員配置の例（保育所） 】【給与の例（保育所）】

給与は、月額給与と賞与を調査し、「月額給与（手当含む）＋賞与の1 / 1 2」により集計。

職員配置は、公定価格上の基準と実際の配置を比較。

常勤： 施設で定めた所定労働時間の全てを勤務する者。1日6時間以上月20日以上勤務する
非常勤職員を含む。

非常勤：常勤職員以外の従事者。

※ 公定価格基準の黒塗り部分：回答者に対し、負担軽減のため、記入を求めていない事項

百万 千 円 百万 千 円

1　施設長

2　主任保育士

3　保育士

4　保育補助者（資格を有していない者）

5　調理員

6　栄養士（５に含まれる者を除く）

8　うち、保育業務従事者

9　事務職員

10　その他

職　　　　　種

7　看護師（保健師・助産師）、准看護師 　　．
　　．
　　．
　　．

平成29年３月分 平成28年度決算期

人 年

施設全体の
実人数

平均勤続
年数 賞与・一時金
（小数点
１位まで）

給与
（基本給＋手当）

　　．
　　．

　　．
　　．

　　．
　　．

幼稚園・保育所・認定こども園等の経営実態調査 調査内容（職員給与・職員配置の状況）
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加 算

○ 公定価格は、子ども1人当たり単価として設定されており、「１～３号の子どもの区分」、「定員数」、「年

齢」、「施設の所在地（地域区分）」を勘案し、人件費、事業費、管理費などが、各々どの程度必要かを評価して

いる。

（例）
処遇改善、３歳児配置改善、
療育支援、第三者評価受審など

○ 基本分単価は、１～３号の別に設定。幼稚園の１号単価、保育所の２・3号単価、認定こども園は１号部分と

２・３号部分とを分けて計算したものを合算している。

※ 単価に含まれる内容は、制度的違い等から、１号、２号、３号で若干異なるが、基本的に同水準。

○ 「処遇改善等加算Ⅰ」は、職員の平均勤続年数（基礎分）、賃金改善等の取組（賃金改善要件分）に応じ加算。

賃金改善要件分は、実際に職員給与が５％改善されていることが必要となっている。

加算の要件

・賃金改善計画

・実績報告

・9割超の事業者が加算を届出

・Ｈ24→27にかけ、1３%UPが実現※

※Ｈ28経営実態調査における私立保育所平均

公定価格について（基本分単価と加算）

5
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1号（幼稚園） ２・３号（保育所）

加算（主に人件費）

・副園長・教頭配置加算
・３歳児配置改善加算（20：１→15：１）
・満３歳児対応加配加算（６：１）
・チーム保育加配加算
・指導充実加配加算
・事務負担対応加配加算
・主幹教諭等専任加算
・子育て支援活動費加算
・療育支援加算
・通園送迎加算
・給食実施加算
・栄養管理加算
・処遇改善等加算Ⅰ（基礎分+賃金改善要件分（５%））
・処遇改善等加算Ⅱ（月４万円・５千円）

・所長設置加算
・３歳児配置改善加算（20：１→15：１）
・チーム保育推進加算
・事務職員雇上費加算
・入所児童処遇特別加算
・主任保育士専任加算
・療育支援加算
・栄養管理加算
・休日保育加算
・夜間保育加算
・処遇改善等加算Ⅰ（基礎分+賃金改善要件分（５%））
・処遇改善等加算Ⅱ（月４万円・５千円）

加算（主に管理費）

・小学校接続加算
・施設機能強化推進費加算
・外部監査費加算
・第三者評価受審加算
・施設関係者評価加算
・冷暖房費加算
・除雪費加算
・降灰除去費加算

・小学校接続加算
・施設機能強化推進費加算
・第三者評価受審加算
・減価償却費加算
・賃借料加算
・冷暖房費加算
・除雪費加算
・降灰除去費加算

調整
・年齢別配置基準を下回る場合
・定員を恒常的に超過する場合

・分園の場合
・常態的に土曜日閉所する場合
・定員を恒常的に超過する場合

参考：公定価格について（加算・調整）
○ １号（幼稚園）と２・３号（保育所）の加算・調整は以下のとおり。

※１ 下線は、0.7兆円メニュー（処遇改善等加算Ⅰの賃金改善要件分５％のうち２%は0.3兆円超メニューで実施）

※２ なお、認定こども園・地域型保育事業所については、施設の特性によって、これと多少異なる 6



○ 固定費、変動費に係る経費構造を考慮して、定員数の規模別に、基本分単価が設定される。

公定価格について（定員数別）

変動費
（教諭の人件費等）

※年齢別配置基準
４・５歳児 30:1
３歳児 20:1

固定費
（園長の人件費等）

小規模施設
定員60人：4歳以上児40人、3歳児20人

大規模施設
定員300人：4歳以上児200人、3歳児100人

イメージ（幼稚園の例）

子ども1人あたり基本分単価
（その他地域） 7約4万円/月 約2万円/月



○ 1号と2・3号の基本分単価は、各施設の制度を踏まえて一部異なるが、基本的に同水準。

公定価格について（基本分単価に含まれる費用）

（１号） （２号・３号）

8

・園　　長　　１人
・教　　諭
 （配置基準）
３  歳  児　　２０：１
　＊質の改善事項における配置基準の改善（１５：１)については、実施している場合の加算として実施

４歳以上児　　３０：１

・教員のうち１人は主幹教諭として費用を算定
・全ての学級に専任の学級担任を配置するため、教諭（学級編制調整教諭）を１人加配
　（利用定員36人以上300人以下の施設）
・また、非常勤講師を１人加配（利用定員３５人以下及び１２１人以上）

・事務職員　　１人　
　　　　　　　＊このほか、非常勤事務職員を１人加配（利用定員９１人以上）

　 　　　　＊質の改善事項における事務負担への対応については、非常勤２日分を基本分として追加

・保 育 士

 （配置基準）

　　乳　　　児　　３：１

　　１、２歳児　　６：１

　　３　歳　児　２０：１
　　　　＊質の改善事項における配置基準の改善（１５：１)については、実施している場合の加算として実施

　　４歳以上児　３０：１      

 　・保育士のうち１人は主任保育士として費用を算定

 　・上記の他、休けい保育士を１人加配（定員９０人以下は常勤、定員９１人以上は非常勤）

　 ・また、保育標準時間認定の場合は、常勤保育士１人及び非常勤保育士（３時間）１人を加配

・調 理 員　　２人(定員４０人以下の場合は１人、定員１５１人以上の場合は３人(うち１人は非常勤))

・事務職員　　１人（非常勤）

内　　　　　　　容

(1)常勤職員給与

　①本俸、特別給与改善費、特殊業務手当

　②諸手当

　③社会保険料事業主負担金等

(2)非常勤職員雇上費

　①嘱託医、嘱託歯科医手当

　②非常勤職員雇上費（保育士、事務職員、調理員）

　③年休代替要員費

　④研修代替要員費

＜職員の数に比例して積算＞

　旅費、庁費、職員研修費、被服費、職員健康管理費、業務省力化等勤務条件改善費

＜子どもの数に比例して積算＞

　保健衛生費

＜１施設当たりの費用として積算＞

　補修費、特別管理費、苦情解決対策費

＜生活諸費＞

　一般生活費(※)（給食材料費（３歳以上児：副食費、３歳未満児：主食費、副食費）、保育材料費等）
　　(※)３歳以上児：6,856円、３歳未満児：10,127円

区　分

事
務
費

人
件
費

管
理
費

事業費

内　　　　　　　容

(1)常勤職員給与

　①本俸、教職調整額

　②諸手当

　③社会保険料事業主負担金等

(2)非常勤職員雇上費

　①学校医、学校歯科医、学校薬剤師手当

　②非常勤職員雇上費（講師、事務職員）

　③年休代替要員費

＜職員の数に比例して積算＞

　旅費、庁費、職員研修費、職員健康管理費、業務委託費

＜子どもの数に比例して積算＞

　保健衛生費、減価償却費

＜１施設当たりの費用として積算＞

　補修費、特別管理費、苦情解決対策費

＜生活諸費＞

　一般生活費（保育材料費等）

区　分

事
務
費

人
件
費

管
理
費

事業費



利用者負担（保育料）

公定価格

公費負担

実 費 徴 収

○ 保育料の他、実費徴収（食事提供費用、日用品・文房具等の購入費用等。要事前説明・口頭同意）がある。また、上乗せ
徴収（質向上の費用。要事前説明・文書同意）が可能。

○ 実費徴収については、生活保護世帯・ひとり親世帯等を対象に補足給付事業を実施。

・食材料費 4,500円（副食費・１号を対象）

・教材費・行事費等 2,500円（１～３号を対象）

公定価格について（利用者負担との関係）

財 政 構 造
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上 乗 せ 徴 収



階層区分 利用者負担

①生活保護世帯 ０円

②市町村民税
非課税世帯

(所得割非課税世帯含む)
（～約270万円）

３，０００円
〔０円〕

③市町村民税
所得割課税額
77,100円以下
（～約360万円）

14,100円
〔3,000円〕

④市町村民税
所得割課税額
211,200円以下
（～約680万円）

２０，５００円

⑤市町村民税
所得割課税額
211,201円以上
（約680万円～）

２５，７００円

階層区分
利用者負担 利用者負担

保育標準時間 保育短時間 保育標準時間 保育短時間

①生活保護世帯 ０円 ０円 ０円 ０円

②市町村民税
非課税世帯
（～約260万円）

６，０００円
〔０円〕

６，０００円
〔０円〕

９，００0円
〔０円〕

９，０００円
〔０円〕

③所得割課税額
48,600円未満
（～約330万円）

１６，５００円
〔6,000円〕

１６，３００円
〔6,000円〕

１９，５００円

〔9,000円〕
１９，３００円

〔9,000円〕

④所得割課税額
57,700円未満〔77,101円未
満〕
（～約360万円）

２７，０００円
〔6,000円〕

２６，６００円
〔6,000円〕

３０，０００円

〔9,000円〕
２９，６００円

〔9,000円〕

97,000円未満
（～約470万円） ２７，０００円 ２６，６００円 ３０，０００円 ２９，６００円

⑤所得割課税額
169,000円未満
（～約640万円）

４１，５００円 ４０，９００円 ４４，５００円 ４３，９００円

⑥所得割課税額
301,000円未満
（～約930万円）

５８，０００円 ５７，１００円 ６１，０００円 ６０，１００円

⑦所得割課税額
397,000円未満
（～1,130万円）

７７，０００円 ７５，８００円 ８０，０００円 ７８，８００円

⑧所得割課税額
397,000円以上
（1,130万円～）

１０１，０００円 ９９，４００円 １０４，０００円 １０２，４００円

教育標準時間認定の子ども
（１号）

保育認定の子ども
（２号：満３歳以上） （３号：満３歳未満）

多
子
カ
ウ
ン
ト
年
齢
制
限
な
し

〃

有
り
（
小
学
校
３
年
生
以
下
）

多
子
カ
ウ
ン
ト
年
齢
制
限
な
し

〃

有
り
（
小
学
校
就
学
前
）

※１ 〔 〕書きは、ひとり親世帯、在宅障害児（者）のいる世帯、その他の世帯（生活保護法に定める要保護者等特に困窮していると市町村の長が認めた世帯）の額。
※２ 満３歳に到達した日の属する年度中の２号認定の利用者負担額は、３号認定の額を適用する。
※３ １号認定は小学３年以下の範囲、２・３号認定は小学校就学前の範囲において、特定教育・保育施設等を同時に利用する最年長の子どもから順に２人目は上記の半額、３人目以降については０円とする。
ただし、年収約３６０万円未満相当の世帯においては多子のカウントにおける年齢制限を撤廃し、年収約３６０万円未満相当のひとり親世帯等については２人目以降については０円とする。
※４ 給付単価を限度とする。
※５ １号認定においては、平成26年度の保育料等の額が市町村が定める利用者負担額よりも低い私立幼稚園・認定こども園については、現在の水準を基に各施設で定める額とすることも認める（経過措置）。

平成29年度における幼稚園・保育所・認定こども園等の利用者負担（月額）
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